
 

 

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」開催要綱（案） 

 

１ 背景・目的 

 ブロードバンドインフラの普及やスマートフォン等の端末の多様化等を背景に、デ

ジタル化が社会全体で急速に進展する中、放送の将来像や放送制度の在り方について、

「規制改革実施計画」や「情報通信行政に対する若手からの提言」（令和３年９月３

日 総務省情報通信行政若手改革提案チーム）も踏まえつつ、中長期的な視点から検

討を行う。 
  

２ 名称 

  本会は「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」と称する。 

 

３ 検討項目 

（１）デジタル時代における放送の意義・役割 

（２）放送ネットワークインフラの将来像 

（３）放送コンテンツのインターネット配信の在り方 

（４）デジタル時代における放送制度の在り方 

（５）その他 

 

４ 構成及び運営 

（１）本会は、総務大臣の検討会として開催する。 

（２）本会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（３）本会に、総務大臣があらかじめ指名する座長を置く。 

（４）座長代理は座長が指名する。 

（５）座長代理は座長を補佐し、座長不在のときは座長に代わって本会を招集する。 

（６）座長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め、意見を聴くことが

できる。 

（７）その他、本会の運営に必要な事項は座長が定めるところによる。 

 

５ 議事の取扱い 

（１）本会の会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者

又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他

座長が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本会の会議で使用した資料については、原則として総務省のホームページに

掲載し、公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び

利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他座長が必要と認める場

合については、非公開とする。 

（３）本会の会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームペー

ジに掲載し、公開する。 

 

資料１－１ 



６ その他 

本会の庶務は、情報流通行政局放送政策課が、同局情報通信作品振興課、放送技

術課、地上放送課及び衛星・地域放送課の協力を得て行うものとする。 
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